
特集政策科学

経営政策と政策科学

末内 潔

戦後の四半世紀にわが国の経済は世界に類をみ

ない飛躍的な発展をとげたが，その間に，社会的

および経済的諸条件のいちじるしい変化や，位争M

革新の急速な進展を背景とした近代的大企業化

が進行し，経済依存:が優位を I~î めてきた.

しかし， 1970年代に入ると公害問題が深刻化

し，さらに， 1973年秋のオイルショ y クを契機と

する資源獲得の制約の発生など，企業環噴は一変

し，これらに対処した諸問題の解決が希求されて

いる.

」ブ)，企業体を有効に経営するために必止さな条

件，および方法を考究する\)経営学は， 1900年代

初期に F. W. Taylorが科学的管理法を創始して

以来，種々の経営管理思出，および科学的諸方法

の発展と相まって，活発に展開されてきた.とく

に，近年の経営学の潮流は，行動科学，ならびに

管理科学を基調として，復雑大規模な経営の場の

怠思決定というアプローチを指向して L 、る.

しかし，現在当耐する広範囲の経営環位条例:の

変化に対処し，しかも不確実性，および多様な価

値観を有効適切に処理して，経営政策決定の改善

に貢献するには， Lasswell , Dror らが提唱する

新しいパラダイムの科学 政策科学 の適用

が有効であると考えられる.したがって，ここで

はいくつかの文献を参照して，政策科学の経営政

策への適用を考えてみたい.
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1. 政策科学

政策科学(Policy Sciences) は 1951年に H. D. 

Lasswell らによって提唱されたわ政策決定の改善

を目的とする学際的アプローチである. すなわ

ち，政策科学は「政策の決定，または選択の過程

を研究し，特定の問題の解決のために利用可能な

知識の関連性を評価する」ことわであり，政策過

程に関する知識と政策過程における知識が互いに

からみあった判断わく組で成立している.

政策科学の特長として， H. D. Lasswell は

(1) 断片化して発民してきた現在の諸科学のそ

れぞれの立場て、はなく，社会的過程の全体との関

連においてアプj ローチする.

(2) 問題指向的アプローチをする.

(3)多様な科学的方法を総合的に使用する.

の 3l，~をあげている 4) ,5) 

また Y. Dror は政策科学のノ之ラタイムとして

(1) 社会・行動諸科学と底思決定論理論の統合.

(2) 理論研究と I，~、用研究の統合.

(3) 政策決定の常識や経験の尊重.

(4) 在来の“価値から自由な (Value Free) 科

学"の考え方の現実問題を解決することの困難さ

を認め，操作的な価値理論を組み立てる.

(5) 時間的視野の軍制(-~方では歴史的発展を

強調し，他万では政策改善の中心的なコンアクス

トとして，未来に重点をおく). 
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(6) メタポリシーに1th\\ をおく.

(7)単に勧告にとどまらず，現実の政策決定に

いかすよう努力する.

(8) 超理性的過程(創造性白;観，カリス-:/' , 

価値判断など)および非合理的過程(深層心理な

ど)の重要さを認め，これらの諸過程を合理的な

手段により改善する.

などを列挙した 4)めか， 7)

そのなかでも，とくに，政策科学の 1主要な新し

い次元として

(1)政策分析:望ましい政策代替案を求めるた

めの発見的方法を提供することである.すなわ

ち，複雑な政策課題に関する望ましい代替案を設

計し，評価，選択する方法であって，とくに価値

についての評価，行為者間の関係に関する問題の

政策分析，政治的実行可能性，多l岐にわたる概念

および次元を統合した政策分析などは:示唆であ

る.

(2) メタポリシー: j政策をいかに決定するかに

ついての政策，すなわち政策決定システムを取り

あっかう政策.

(3) メガポリシー:マスターポリシー.すなわ

ち個別政策の集合に対してガイトラインを与える
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図 1 政策科学と関連諸科学の内包関係
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政策.

(4) 実現戦略:政策科学の適用と勧告による政

策決定を，実際の場の改良として実現するための

子段と方法.とくにコミュニケーション，教育訓

練など.

の 4 つを強調している 5)

Lasswell , Dror, Quade の見解に共通している

のは「政策科学は行動科学と管理科学を結合する

もの J という点であり，政策科学が行動科学，管

理科学にとってかわるという怠味ではなく，あく

までも新しい付加的，補強的な分野として機能す

るものである川)，めしたがって， 政策科学と関

連諸科学の関係は図 l のように考えられる.

2. 政策科学の経営政策への貢献9) ， 10)

前節の政策科学は，主として公共政策決定の分

野において発生し， 展開されてきた.しかし一

方，今日の複雑巨大化した経営環境においては，

企業活動は，その外部環境とは密接不可分であ

り，レたがって，

(1)企業と公共機関の聞の領域の改善.

(2) 企業の観点から公共政策への理解のため

に，政策科学を企業経営の立場で、理解し，役立て

ることが必要である.

また(3)企業自体の経営政策決定を改善するた

めに，政策科学が他の諸科学一一行動科学，管理

科学一一一と協同して，有効な氏献をすることが期

待できる.

このうち第 (3) 項の経営政策決定の改善につい

て， Y. Dror は伝統的な経営政策決定の弱点〔す

なわち①保守的漸進主義(急に革新的な変化をも

たらす諸政策でなく，ゆっくりと少しずつしか改

革しない)，②トンネル・ビジョン(問題を個々ぱ

らぱらに，他と切り離して認識する)③緊急課題

優先主義であって，その結果基底的，長期的な考

え万がしめだされる.④未来は不確実であるがゆ

えに，不確実性を無視して，思いつきで処理して

しまう.⑤アトミズム(経営政策決定の諸相を互
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いに切り離して取りあっかう).⑥現実は過去の延

長であるとして，新傾向を無視する現実認識の誤

り.⑦革新的な改善を抑制して低い希求水準で満

足する.⑨直観に依存する.⑨単一目標(利潤)指

向など〕を指摘し，複雑な経営環境に対する望ま

しい経営政策決定〔つまり④革新的，創造的な改

革.②システム的認識(経営環境はその時間的次

元における l つの相互依存系である).③長期的

視野のアプローチ(政策決定の主体は将来への方

策であるとし、う認識に立ったアプローチ).④不確

実性処理の洗練された方法の開発と適用.⑤経営

諸政策が全体としてシナジー効果を発揮し，かつ

環境指向的であること.⑥複数の仮定にもとづく

多くの代替的認識を行なうこと.⑦組織の希求水

準を最適化に高めるためには，政策決定に高水準

の活力が必要であること.⑧政策決定の助げとな

る直観や，計画策定のチェッグにおける弱点をカ

パーする知識と方法.@企業の社会性を含む多目

的指向のアプローチなど〕に移行すべきことを示

唆し，このような政策決定の改善のために有力な

アプローチの l っとして，政策科学の適用を提唱

している.

また，その場合政策科学の経営政策決定に対す

る貢献を具体化するために

(1)政策分析ユニットの設立. (2) 1 人中心的

意思決定システムの改善. (3)目標次元としての

リスグの選好. (4) 政策交渉のためのヒント提供

(メタファー)としての合理的意思決定モデルの使

用. (ラ)包括的企業環境の代替的予測の提供.

(6)危機管理(クライシス・マネジメント)をとお

しての不確実性の取りあっかい.

など 6 つの政策科学適用のための課題を提示

し，政策科学のもつ企業経営に対する意識を引き

出し，経営政策決定のニーズに適合するように政

策科学を進歩させることは，企業経営のみなら

ず，政策科学の全体にとっても重要な意義をもつ

ものであると述べている.
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3. 企業環境の予測

今日の企業経営における内外の環境はますます

夜雑化し，企業は社会システムの種々の要素との

聞で密接な相互作用，相瓦依存の関係にある.し

たがって，経営政策の決定に際しては企業環境を

子測し，それを基底にして企業戦略を展開するこ

とが必要であることは論をまたない.この点につ

いては，湊 晋王子氏の論文1いにくわしく述べられ

るので，ここでは概要にとどめる.

GE 社の E. B. Dunkel らは「社会のすべての

ものが複雑にからみ合っている今日，社会・政治

の分野の動きを無視して企業活動を考えることは

できない.企業の内的環境は，それを取り巻く外

的環境とは密接不可分であり，また企業は外的環

境に適応するだけでなく， 外的環境自体の変化

や，その特長の形成などには制限はあるが参与で

きる可能性がある|という考え方のもとに，従来

の技術的要因と経済的要因の二元的事象に加え

て，国際問題，社会問題，政治問題，価値体系の

変化などを含めた総合的な企業環境の予測をrGE

の 70年代の企業環境予測』において提唱してい

る 12)

図 2 事業に関する社会的圧力と企業優先牲の

系統的分析過程

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



また1. H. Wilson は事業に関する社会的圧力

(Social Pressure) を分析・ぷ価し，企業戦略を

展開するための企業優先nの系統的な分析過程を

図 2 のようにぷしている.ここで“要求"とは，

訴えられている欠陥を改善するための解決の範聞

であれ“危険"とは， これらの要求のいくつか

に企業が応じなかったときに発生する不適当な結

果である.“主要な社会的傾向" には富裕化， 教

育の向上，脱工業化社会の出現など 13項目が，ま

た主要な要求/危険の評価には， 14の顧客グルー

プ/圧力団体がとられ，それぞれの評点評価を行

なっている 13)

むすび

企業環境が複雑化した今日，社会ンステムとし

て産業と社会が調和した発展をとげるためには，

企業をとりまく外的環境に適応した経営政策の決

定と実行が必要である.

その場合，従来の科学的なアブローチでは弱か

った企業の内的および外的環境における人間行動

の取りあっかい，未来に対する処理，価値のJ、ド価

などを含めて，新しい科学的なアフローチをしよ

うとしている政策科学は，他の消科学の考え方，

方法に協同して活用される場合有益であると思わ

れる.しかし，政策科学はそれが公共政策決定の

改善のために積極的に取り入れようとする動きに

なってようやく 8 年を過ぎた新しい分野であり，

まだその理念の域を出ていない.したがって，こ

の新しいノミラダイムが実用として有用な発民をと

げるには，いままでの諸科学同様，道遠く険しし、

ものがあろう.読者諸氏の開拓と育成をお願いす

る次第である.

おしまいに，ミの小文の執筆にあたり，有益な

ご怠見をいただいた当学会政策分析研究会・福島

康人主査，およびその他のメンバ一議氏，ならび

に一橋大学教授・宮川公男博士に感謝の忠:を友す

る.

1977 年 5 月号
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